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○ 事例名等

○団体及び事業の概要

※表中の計数はH28年３月末時点

１．取組の背景、検討を開始した契機・導入過程

1,311.53

事例名 公民連携による消化ガス発電事業

団体名 山形県鶴岡市

 事業名（事業区分） 下水道事業（公共下水道事業）

法適用区分 全部適用

行政区域内人口（人） 130,849 行政区域内面積（㎢）

供用開始年月日 昭和55年5月1日 処理区域内人口（人） 73,538

処理区域内面積（㏊） 2,590.0 施設利用率（％） 50.8

職員数（人） 28 営業費用(千円) 3,480,551

営業収益(千円) 2,296,221

（1）取組の背景
　地球温暖化ガス排出源の90％がエネルギー起源であることを考える時、温暖化問題はエネルギー問題であると
言える。資源面でも、有限な化石燃料依存型から、再生可能エネルギーへの転換を図るべき時代が到来している。
　鶴岡市地域エネルギービジョンの中で、下水道における資源として汚泥の処理工程で発生するメタンガスのさらな
る活用の検討を挙げており、鶴岡浄化センターで発生する消化ガスの有効利用方法を検討することとした。

（2）検討を開始した契機・導入過程
　市は、従前、消化ガスの約22％を汚泥消化槽の加温用ボイラー燃料に利用しているほかは余剰ガスとして焼却処
分していた。当初は施設場内の内部利用を基本とし消化ガス発電を計画していたが、発電有効利用にはコストがか
かり、実施に踏み込めずにいた。
　平成24年7月固定価格買取制度(FIT制度）が施行されたことにより取り巻く環境が一変した。
　ＦＩＴ制度が施行した中、下水道課浄化センター内で施設内部利用、市が発電事業者、民設民営によるガス売却な
どの事業性評価検討を行った結果、市の財政支出はなく、資産所有なしでの事業運営、既存設備の共用ができる、
既存設備の改築が不用での共用ができるなど、メリットが大きいと判断し、消化ガス売却方式による発電事業を採
用することとした。
再生可能エネルギーの有効利用を推進するとともに下水道事業の収益性を高めることを目的とした事業となるもの
であり、企画書を作成し庁内関連各課へ説明、市長承認を経て、募集要領、条件規定書、リスク分担表、選定基準
等を作成した。
　事業者の選定にあたっては高度な知識・技術や創造性、構想力、ノウハウや応用力が要求される事業であり、十
分な現状分析をした上で設定した事業効果や要求水準の達成のため、複数の事業者から企画・技術提案を受ける
公募型プロポーザル方式とした。安定的な事業運営を求め、経営、施設計画、維持管理等13項目の提案様式を設
け事業者選定ができる内容とした。
　HPにより公募に関する情報を公開、副市長を委員長とした、庁内部課長級の6名で構成する選定委員会（事務局：
浄化センター）を3回開催し、選定を行った。優先交渉権者決定後に議会への説明を行った。

下水道：事例17
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２．取組の具体的内容とねらい、効果

               （1）取組の具体的内容とねらい
　   国の再生可能エネルギー固定価格買取制度を活用して、市が焼却処分していた消化ガスを発電事業者へ売
  却、発電事業者は発電した電気を電気事業者に売電するものである。
　   民間の資金およびノウハウを活用して実施する収益施設併設型PPP（公民連携）事業として、その事業形態を民
  設民営方式、発電施設の建設・管理運営費を事業者が担うため、市は設備投資などの追加費用なしで、売却収入
  や賃貸借料などにより新たな財源を確保できる。
     維持管理費に充当することで、持続的かつ効率的な下水道事業の推進を図ることができる。また、発電により発
  生する排熱を温水として取り出し、汚泥消化槽（メタン発酵促進）加温用熱源として有効利用を図る。

（2）効果
     発電開始から1年間の実績として消化ガス売却量については、夏季間のガス量減少が例年に比べ大きくなった
  が約111万N㎥供給し、発電量は191万kWhの実績【計画比96％】となった。
     導入システムは、25kW小型発電機（マイクロガスエンジン）12台を並列設置して運転台数を制御し、発生消化ガ
  スの全量を発電燃料として供給可能にしている。さらに設置台数が複数台となることから故障リスクが分散され、
  定期点検等も計画的に実施でき発電機故障対応力も確保している。また、温水の供給についても計画値どおり安
  定した供給がされている。
     余剰ガス燃焼設備、消化槽加温設備については当面緊急時運転とし、現在保守運転のみとしており、既存設備
  改築費用の削減が見込める。電力量についても既設設備の停止により年間約4万kWhの削減実績を得ることがで
  きた。再生可能エネルギーの有効利用によって、CO2削減量は1,045ｔ-CO2(2014年東北電力排出係数）となった。
     稼働後一年間の事業効果については表に示す。
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３．他の自治体の参考となる点、今後の課題等

 （1）他の自治体の参考となると考えられる点
     インフラの長寿命化整備が求められる中で、「鶴岡浄化センター発電事業」は下水道事業の経営改善、地域へ
  の貢献、地球温暖化対策への貢献ができ、また、公民連携事業の推進に寄与する事業モデルとなるものである。
     事業計画当初からコンサルティング会社を利用しない事業計画であり、温水熱量、制御、事業性評価、リスク分
  担に至る各種データの収集および検証に時間を要した。また、消化ガス発電設備（20年間）の実績がなく事業費積
  算に苦慮した。既設処理場内設備の改造を伴わず、下水処理場運転制御への影響を最小限とすることを検証し、
  事業者と市が互いに事業運営推進ができる条件提示に工面した。

（2）今後の課題等
　   現状のFITを活用した発電事業は20年間という契約期間となる。今後、社会情勢の変化や人口減少等に起因す
  る汚水負荷減少による、消化ガス発生量の安定的確保が課題となることが予想される。長期間にわたり事業の安
  定的運営を図るためには、処理施設・設備全体を総合的に検証し、下水道が有する資源の有効活用「創エネ・省
  エネ対策」を推進することはもとより、他事業・施設との連携の可能性評価を行い、持続可能な「水・資源循環」の
  推進を図る必要がある。
　   将来を見据えた最適化技術などPPP/PFI事業を含めハイクオリティー、ローコストな下水道事業を展開するため
  に今後も積極的に情報の収集および共有化を図っていきたい。

○問合せ先

TEL 0235-24-7033 MAIL joka@city.tsuruoka.yamagata.jp

担当課 　鶴岡市上下水道部下水道課浄化センター
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